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事実の概要

　Ｘは、鉄道旅客事業等を目的とする株式会社（JR
西日本）である。本件土地①は、JR 元町駅東改札
口に隣接しており、同駅の改札口からホームに至
るまでの通路を含む駅施設下に位置する鉄道高架
下土地であり、その地下には高架柱を支えるため
の基礎および地中梁が存在する。そして、本件土
地①の上には高架柱が複数あるほか、Ｙ１が所有
する 2階建ての本件建物①が存在する。また、本
件土地②は、本件土地①の西隣に位置し、JR 元
町駅施設下に位置する鉄道高架下土地であり、本
件土地②の上には高架柱が 2本あるほか、Ｙ２が
所有する木造平屋建ての本件建物②が存在する。
　Ｙ１は、本件土地①上にある本件建物①を所有
し、パチンコ店を経営している。また、Ｙ２は、
本件土地②上に建てられた本件建物②を所有し、
同建物を倉庫として使用している。
　Ｘは、昭和 62 年 4 月 1 日、Ｙ１との間で、本
件土地①について、日本国有鉄道（以下「国鉄」
という。）とＹ１との間で締結された土地（高架下）
使用承認の趣旨を尊重し、鉄道事業の安全の確保
および本件土地①の適正な運用について合意の
上、賃貸借料を年間 458 万 5300 円、期間を 30
年間、土地（高架下）の用途を堅固な建物設置の
ためとする約定で貸し渡した（本件賃貸借契約①）。
同契約では、そのほかに、Ｘは、本件土地①の使
用について、高架構造物の改修その他軌道事業又
は公共事業等のため重大な支障を生じたとき、ま
たはＸが本件土地①をＸの事業の用に供する必要

が生じたときは、契約期間中であっても直ちに本
件契約の全部又は一部を解除できるとの特約（以
下「本件解約権留保特約」という。）や、Ｙ１は、本
件賃貸借契約①が終了したときは、本件土地①を
Ｘに無償で返還するとの特約（以下「本件無償返
還特約」という。）などが締結されている。なお、
本件土地①の賃料は、平成 27 年 4 月 1 日以降、
年額 692 万 2200 円となっている（ちなみに、相
当賃料額は年額 3100 万円ないし 5200 万円である）。
　また、Ｘは、昭和 62 年 4月 1日、Ｙ２との間で、
本件土地②について、賃貸借料を年額 19 万 3400
円、期間を 30 年、土地（高架下）の用途を堅固
な建物設置のためとする約定で貸し渡した（本件
賃貸借契約②）。同契約では、そのほかに、本件賃
貸借契約①とほぼ同じ内容の特約が締結されてい
る。なお、本件土地②の賃料は、平成 15 年 4 月
1日以降、年額 25 万 5100 円となっている（ちな
みに、正常実質賃料は年額 54 万 2000 円である）。
　Ｘは、平成28年5月23日、Ｙ１およびＹ２に対し、
本件賃貸借契約①および本件賃貸借契約②（以下
「本件各賃貸借契約」という。）は平成 29 年 3月 31
日に期間満了により終了したとして、本件土地
①および本件土地②（以下「本件各土地」という。）
の明渡し、期間満了日の後の日から明渡し済みま
での賃料相当損害金の支払いを求めた。

判決の要旨

　認容。
　１　「本件各土地の物理的ないし客観的状況に
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鑑みれば、本件各土地は、いずれもその上空及び
地中を自由に使用できる状況にはなく、本件各賃
貸借契約に基づき利用することのできる空間は極
めて限定的であることが認められる。また、……
Ｘは、法令の定めに基づき、定期的に高架橋の点
検を行わなければならず、それに伴い高架下であ
る本件各土地内に立ち入ることが当然予定されて
いる。さらに、本件各土地の上空には鉄道高架橋
及び駅施設があり、公共性の高い鉄道が走り、そ
の利用客の用に供されていることから、Ｘは、そ
の営む鉄道事業に支障が生じないよう賃借人の本
件各土地の使用につき、種々の制約を加えてい
る。」
　「さらに、……本件各賃貸借契約には、Ｘが本
件各土地を事業の用に供する必要が生じたときに
は、契約期間中であっても、本件各賃貸借契約を
解除することができる旨の定めがあるほか、Ｘに
よる危険予防の観点から必要に応じて立入調査が
でき、Ｙらはこれを拒むことができない旨の定め
があり、現に防火の観点から立入調査が行われた
ことが認められる。
　これらの事実によれば、本件各土地を利用する
に当たっては、鉄道高架下土地であるが故の物理
的な制約があるほか、本件各賃貸借契約において
もＸが営む鉄道事業の公共性に伴い、本件各土地
上に設置する建物を含む施設物の建築及び補修並
びにその利用に一般的な建物所有目的の土地賃貸
借契約には見られない種々の制約が定められ、実
際にもＸがこれに則った管理を行っていることが
認められる。そして、……本件各賃貸借契約の賃
料は、相当賃料に比して半額ないしその 5分の 1
程度という低廉な額であり、これは本件各土地の
性質上ないし本件各賃貸借契約上、Ｙらに課され
た種々の制約を反映したものであることが認めら
れる。
　これらに照らせば、本件各賃貸借契約は、いず
れも建物所有目的の土地の賃貸借契約ではなく、
一般の土地賃貸借契約とは異なる特殊な契約であ
り、借地法は適用されないというべきである。」

　２　「Ｙらは、本件各賃貸借契約に係る契約書
は、いずれも土地（高架下）賃貸借契約書と題す
るものであり、かつ、その用途も堅固な建物設置
であり、契約期間も 30 年間と長期にわたるもの
であるから、このような賃貸借契約書の定めによ

れば、本件各賃貸借契約は、借地法の適用がある
旨主張する。」
　「しかしながら、表題については、単に土地賃
貸借契約とは記載せず、あえて高架下との記載も
されており、表題の記載をもって本件各賃貸借契
約が一般の賃貸借契約であるとまではいえない。
また、上記の賃貸目的物の用途及び契約期間から
すれば、一般の土地賃貸借契約と共通するように
も見えるが、……本件各賃貸借契約は、いずれも
一般の土地賃貸借契約には見られない種々の制約
があることに照らせば、用途及び契約期間につい
て上記のような定めがあることは、前記認定を左
右しない。」

判例の解説

　一　問題の所在
　本判決は、主として、①本件各土地の利用には、
鉄道高架下土地であるが故の物理的な制約がある
こと、②本件各賃貸借契約には、Ｘが営む鉄道事
業の公共性に伴い、一般的な建物所有目的の土地
賃貸借契約には見られない種々の制約が定められ
ていること、③本件各賃貸借契約の賃料は低廉な
額であり、これは種々の制約を反映したものであ
ることを理由に、「本件各賃貸借契約は、いずれ
も建物所有目的の土地の賃貸借契約ではなく、一
般の土地賃貸借契約とは異なる特殊な契約であ
り、借地法は適用されない」と判示する。しかし、
本判決の論旨には次のような疑問がある。
　そもそも借地法の適用の有無は、当該契約が「建
物の所有を目的とする地上権又は土地の賃貸借」
であるか否かによって判断されるべきであるとい
える（鉄道高架下施設物の賃貸借契約について借家
法の適用があるかが争われた事案ではあるが、最高
裁は、専ら、本件施設物が「建物」にあたるか否か
という観点から検討を行うことで、借家法の適用を
肯定している〔最判平 4・2・6 判時 1443 号 56 頁、
判タ 805 号 52 頁〕）。したがって、本件各賃貸借
契約に対する借地法の適用の有無については、ま
ず本件各賃貸借契約が「建物の所有を目的とする
土地の賃貸借」にあたる否かを検討し、その上で、
本件各賃貸借契約に伴う各種の特約の有効性を検
討すべきである。しかるに、本判決は、そのよう
な検討を経ることなく、上記①から③の理由のみ
で借地法の適用を否定しており、この意味におい
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て本判決の論旨は適当でないと思われる。そこで、
本評釈では、以上のような観点から、従前の裁判
例と学説を踏まえ検討していくこととする。
　なお、借地法は、借地借家法附則 2条 2 号に
より廃止されているが、本件各賃貸借契約は、そ
の廃止前にその効力が生じているので、同法附則
4条ただし書により旧借地法の規定の適用の有無
が問題となる。

　二　鉄道高架下土地に対する借地法適用の有無
　１　鉄道高架下土地の賃貸借契約に対する裁判例
　本件各賃貸借契約は、その用途が堅固な建物設
置であり、契約期間も 30 年間と長期にわたるも
のではあることから、「建物の所有を目的とする
土地の賃貸借」にあたるように見える。しかし、
本件各賃貸借契約は、その対象が鉄道高架下土地
であり、その利用に物理的な制約を伴うものであ
ることから、果たしてそれが土地の賃貸借にあた
るといえるかが問題となる。この点に関して下級
審判例は、いずれも土地の賃貸借にはあたらず、
借地法は適用されないとしている。
　まず、鉄道高架下土地は、土地そのものではな
く、「鉄道高架下の施設」（東京高判昭 60・6・18
東高時報 36 巻 6 ＝ 7 号 106 頁）あるいは「鉄道施
設に関連した特殊物件」（大阪地判平 11・11・15
判タ 1045 号 190 頁）と解する裁判例がある。そ
して、その特殊物件は、借家法にいう建物にもあ
たらないので、借家法も適用されないとする（前
掲大阪地裁平成 11 年判決）。
　他方、賃貸借の対象は、土地そのものではなく、
「鉄道高架下を支えるために設けた支柱（橋脚）
と基礎部分（地表）とから生じた空間」（東京地
判平 7・7・26 判時 1552 号 71 頁、判タ 910 号 147 頁）
あるいは「土地の地表並びにその地表と鉄道高架
橋及び柱に囲まれた空間」（東京地判平 19・9・28
判タ 1266 号 239 頁）と解する裁判例がある。そし
て、「本件契約は、建物所有の土地の賃貸借契約
ではなく、一般の土地の賃貸借契約とは異なった
特殊な契約であり、借地法は適用されない」とす
る（前掲東京地裁平成 19 年判決）。本判決は、賃貸
借の対象について明示的には判示していないが、
基本的にはこの理解に立つものと思われる。

　２　空間の賃貸借の成否
　裁判例は、空間の賃貸借を土地の賃貸借とは異

なるものと解しているが、このような解釈は妥当
とはいえない。そもそも「土地とは、一定の範囲
の地面に、相当なかぎりにおいてのその上下（空
中と地中）とを包摂させた空間のことであり、土
地所有権は、かかる土地を全面的に支配する権利
である」と解されている１）。したがって、土地の
垂直的一部である空間に対して賃借権ないし地上
権を設定することは可能であると解されている２）。
現に、空間に工作物を所有するための地上権を設
定することは可能であり（民法 269 条の 2）、建物
所有を目的とする区分地上権については、借地法
が適用されるとも解されている３）。
　この見解によれば、空間は土地の垂直的一部と
されるので、空間の賃貸借は土地の賃貸借に他な
らず、借地法の適用は肯定されることになるはず
である。よって、本件各賃貸借契約も、「建物の
所有を目的とする土地の賃貸借」にあたるとして、
借地法の適用は肯定される必要がある。

　三　借地法の規定に反する契約条件の効力
　１　本件解約権留保特約の効力
　本件各賃貸借契約の種々の制約のうち、本件解
約権留保特約は、旧国鉄法 46 条の規定を踏襲し
たものである。同条は、「日本国有鉄道は、その
所有する不動産を他に貸し付けた場合において、
貸付期間中にその事業の用に供するため必要を生
じたときは、当該契約を解除することができる」
と規定するが、かつてこの規定の下でなされた貸
付けについて借地法の適用があるかが争われてい
た（否定例として京都地判昭 34・5・6判タ 91 号 84
頁、東京地判昭 38・8・30 判タ 151 号 161 頁があり、
肯定例として東京地判昭 44・5・20 判時 565 号 70 頁、
判タ 238 号 233 頁がある）。しかし、国鉄法は昭和
62 年の国鉄民営化に伴い廃止されたため、新た
に設立されたＸがＹらとの間で本件各賃貸借契約
を新たに締結し、その際に設けられたのが本件解
約権留保特約である。したがって、本件解約権留
保特約は、旧国鉄法 46 条の規定とは別個のもの
であり、その存在自体によって借地法の適用が当
然に否定されることにはならない。
　それでは、前記のように、本件各賃貸借契約に
借地法の適用があるものと解した場合、本件解約
権留保特約の効力はどのようになるであろうか。
本件解約権留保特約は、借地権の存続期間を不確
定にするものであることから、借地法 2条の規
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定に反する契約条件であるといえる。そして、そ
の内容は借地権者に明らかに不利なものであるの
で、借地法 11 条によりその効力は否定されるこ
とになると考えられる。しかし、本件各土地は鉄
道高架構造物の存在に依拠しており、本件解約権
留保特約はそのような物理的な制約から必要なも
のとして定められたものである。そもそも借地
法 11 条は、経済的優位にある借地権設定者の恣
意によって一方的に決定された不合理な契約条件
を是正することを目的とするものである４）。した
がって、本件解約権留保特約は、このような借地
法 11 条の趣旨に反するものではないため、その
効力は肯定されてよいものと考える。

　２　本件無償返還特約の効力
　本件無償返還特約は、建物買取請求権を予め放
棄する特約を含むものであるため、借地法 4条 2
項に反する契約条件であるといえる。そして、そ
の点において借地権者に明らかに不利なものであ
るので、借地法 11 条によりその効力は否定され
ることになると考えられる。しかし、借地権者に
不利な特約かどうかの判断については、形式的に
契約条件の文言自体からのみ判断すべきか（分離
判断説）、それとも実質的に契約成立の経過その
他当事者双方の諸般の事情を斟酌して総合的に判
断すべきか（総合判断説）について学説の対立が
ある。裁判例は、存続期間満了と同時に建物の所
有権が借地権設定者に贈与される旨の特約（法定
更新と建物買取請求権を排除する趣旨を含む）の効
力が争われた事例において、契約の始めにおいて
借地権設定者所有の建物を取り壊す代償としてな
されたときは、「必ずしも借地権者に不利益な条
件を定めたものとは認められない」としている（最
判昭 31・6・19 民集 10 巻 6号 665 頁）。同裁判例は、
分離判断説に立つ従前の判例理論（大判大 14・7・
1新聞 2424 号 6 頁）を否認して、総合判断説に立
つことを明らかにしたものであるが、同裁判例に
ついては、これを肯定的に評価する見解５）と批
判的・懐疑的に評価する見解６）とがある。総合
判断説は、当事者の利害を柔軟に調整できる一方、
その限界が不明確であることから、借地権者に不
利な契約条件が容易に有効視されるおそれがあ
る。したがって、分離判断説を原則としつつ、例
外的にどのような契約条件であれば借地権者の不
利益の埋め合わせとして十分であるかを精密に検

討すべきとする見解７）が妥当であると思われる。
　本件無償返還特約は、借地法 4条 2 項に反す
る契約条件にして借地権者に不利なものにあたる
が、種々の制約を反映して賃料は低廉な額に抑え
られていることから、借地権者に一方的に不利な
条件を定めたものということはできない。した
がって、以上の裁判例と学説を踏まえるならば、
これを有効と解する余地はあるものと考える。

　四　むすびに代えて
　以上の検討から、本件各賃貸借契約は、「建物
の所有を目的とする土地の賃貸借」にあたり、借
地法は適用されるとすべきであったと考える。そ
うすると、本件事案は、存続期間の満了によるＹ
らの更新請求に対して、借地権設定における事情
として本件解約権留保特約や本件無償返還特約な
どをも考慮して、Ｘによる更新拒絶の正当事由が
認められるかという観点から判断されるべきもの
であったと考える。
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